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所得税税率構造の公平性

一一所得限界効用の所得弾力性測定とその応用一一

村上雅子ω

浅野哲

下野恵子

「所得が増加するにともない，公的な負担をどの程度に増加させること

が公平であるかJという問題は，負担の増大しつつある租税や社会保障に

おける重要な政策課題であるが，その程度を決定する根拠は十分明確にさ

れていない。

小論は，所得限界効用の所得弾力性ゅの測定を行うことによって，所得

税の公平な税率構造の決定に一つの根拠を与えることを試みる。ゆ値が測

定されるならば，所得税の分野のみならず，所得分配が変更されるさまざ

まな政策について，その厚生変化を判定する公平性の指標に具体的根拠を

与えることにも応用できる。

所得限界効用の所得強力性ゅの定義は， yを所得， U’(y）を所得の限界

効用とすると，

φau’(y) 
＝一一一一．一一一＞O。y U’(y) 

小論はI節で，所得税理論における伝統的な均等犠牲説において，所得

限界効用の所得弾力性ゆが税率構造の決定にもつ役割を示す。 E節におい

て，ゅの測定方法としてわれわれのとった3つのアプローチの第l，消費

財需要理論によるゅの測定理論と，測定結果を， E節では，第2の方法，

所得税税率構造に内在するゅの測定理論と，測定結果を，W節に，第3の
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方法としての余暇を含む拡張型消費需要関数によるゆ測定理論を示す。そ

してV節に最適所得税理論，その他の分野におけるゅの応用可能性につい

て言及する。

均等犠牲説における税率構造の決定

J. S. Mill (1848), Pigou (1928), Frisch (1932), Brunner (1989）による均等

犠牲説は，課税によって喪失する効用を犠牲として，納税者聞に犠牲を均

等にする税率構造を公平とみなした。 3種の均等犠牲原則がある。 Tは所

得税額， c.c. cは各原則において納税者間に均等にする定数。
(1）均等絶対犠牲原則（EqualAbsolute Sacrifice, EAS) 

U (y)-U (yーT)=C

(2）均等比例犠牲原則（EqualProportional Sacrifice, EPS) 

[U (y) U (y T)]/U(y)=C 

(3）均等限界犠牲原則（EqualMarginal Sacrifice, EMS) 

U’（yーT)=C

EMS原則は，課税後の所得限界効用を各人に均等にするのであるから，

所得効用関数の同形性を仮定すれば，課税後の所得を同額にするまで再分

配しなければならない。この極端なケ－；＜.は除く。

EASまたはEPS原則をとるならば，累進税か比例税か逆進税かは，所得

限界効用の所得弾力性ゅの大きさに依存している。 Frisch(1932）が最も包

括的な証明を与えているがア結論は

(1) 均等絶対犠牲（EAS）原則をとる場合：

ゆ＞I二〉累進税，ゆ＝ l今比例税，世く1二手逆進税

（幻均等比例犠牲（EPS）原則をとる場合：

φ＞l=>Qくl一一ーす(IーC)QくIなら，累進税

骨＝ 1 ＝手Q=1 ／シコ（IC) Q=Iなら，比例l税

骨く 1=> Q> 1 ＂＇－ー→ (I C)Q>Iなら，逆進税

ここで， Q=[U’(y) y]/[U’(y-T) (yーT）］ また

(1ーC)=U(yーT)/U(y) 
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世が1より大であれば， EAS,EPSいずれの原則でも累進税が帰結す

る。 oClは必ずlより小であるから， EPS原則をとると， φがlまたは
lより小であっても累進税が妥当な場合が生じる。均等犠牲説の理論家た

ちはFrischをのぞいてはゆを測定せずに， φがlより大か，小か， 1に等

しいかを仮定して，その結果を導出したにすぎない。

Il 消費財需要理論にもとづくゅの測定

所得制約のもとにおける効用最大化の消費者均衡において，ラグラン

ジュ乗数λは所得の限界効用を表すが，この場合所得とは消費支円総額で

あり，このλの弾力性を悼として測定する。効用関数の任意の単調変換に

よって，消費財需要量は変化しないが，ゅの値は変化する。したがって骨

の一意的な値を得ょうとすれば， φと，需要の価格弾力性，所得弾力性と

の問に一定の関係式を導出する必要がある。

直接効用関数または間接効用関数において，財の問に効用の加法的分離

性（additiveseparability）があるならば，世と需要の価格弾力性向所得弾力

重 性方自および当該財の支出比率S；の聞に，（川～（2.3）のような関係式

卜' 

,, ～切,; 

号？

を導出することができる。直接効用関数が加法的分離性をもっとは，ある

財の消費量の変化が，他財の限界効用に影響を与えないことである。間接

効用関数が加法的分離性をもっとは，ある財の価格の変化が，他財の限界

効用に影響を与えないことである。

(1）直接効用関数が2種の財グループ間で加法的分離性をもつならば

ゆ η，(S品 I)
＝一一一一一一 (2 1) Fnschの世測定式

e，十S；~；

(2) 直接効用関数がn種の財グループ間で加法的分離性をもつならば

φ＝一一一_J_一一一 〔2.2) 修正ゆ測定式
(e；／叫） (e；；／η，） 

(3) 間接効用関数がn種の財グノレープ問で加法的分離性をもつならば

世 e;;+I (I S；） ηB 
一 一1-S; (2.3〕 Deatonの世測定式
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(2.1〕はFrisch(1959）によって証明されたので， Frischの測定式とよぶ

が，これは消費支出を2財グループ〔例えぼ食料と非食料〕に分割し，そ

の聞に加法的分離性を仮定した場合にのみ成り立ち， 3財以上では成り立

たない。 2財ケースを含み，一般にn財グループに分割した場合に成り立

つ式を村上 (1992）が導出L,(2.2〕の修正世測定式とした．需要関数は

しばしば間接効用関数から出発して導出され，その直接効用関数の明示的

な形があきらかにできない場合がある。 Deaton(197 4）は間接効用関数が加

法的分離性をもっ場合には，〔2.3）式が成り立つことを証明したので，こ

れをDeatonの世測定式とよぶ。（2.2〕および（2.3〕の証明はそれぞれ付

録の（命題l〕，（命題2）で示される。

1950年代から80年代にかけて計量的推定をともなって種々の需要関数の

類型が提示されたが，その主要な8類型一線形支出体系，一般化された

線形支出体系，非線形選好体系，限定的非線形選好体系，殆ど望ましい需

要体系，間接トラン；；＜.ログ効用関数モデノレ，間接加法対数需要体系および

ロッテノレダムモデルーーについて，上記の（2.2）あるいは（2.3）式によ

るゆの測定が可能であるかどうかを検討した。

線形支出体系（LES）の場合はその導出の基礎としての直接効用関数の形

は明らかであり，それは（2.5〕が示すように加法的分離性をもっている。

しかしそれ以外の7類型は間接効用関数またはその逆関数としての支出関

数の形を特定化して，そこから需要関数を導出している。間接効用関数

v (y, p）の形が分かるから，世は

av’(y,p) y 
φ＝一 一一一一一一＞0 〔2.4〕ay V’(y,p) 

により，それぞれの需要関数体系について導出できるが，この骨値は，間

接効用関数の任意の単調変換によって変化し，一意ではない。各類型の基

礎となった間接効用関数を対数変換してできるだけ加法的分離形に近付け

ても，間接加法対数需要体系（Addilog）以外の類型では間接効用関数の加

法的分離牲は成り立たないため，（2.3）を適用できないことがわかった。問
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したがって，直接効用関数が加法的分離性をもっLES体系については

(2.2〕，間接効用関数が加法的分離性をもっAddi!og体系には（2.3）を適

用して一意的なゅの値を測定することができる。そして LES体系，

Addilog体系の場合，需要関数から求めた価格弾力性，所得弾力性，支出比

率を代入した（2.2〕，（2.3〕によるφは，間接効用関数から（2.4〕式に

よって求めた世式〔2.7〕，（2.10）にそれぞれ理論的には一致する。

LES体系：

LESの需要関数は予算制約の下での効用関数最大化の結果として求め

られる固 z，はl財の需要量， T；はl財の最低必要量。 Zは1について合計。

Max. U = L/3; ln (X；一円） s.t y=Lp;x; (2. 5〕

島＝r;+(J3/p;)(y LJうれ） 需要関数 (2.6) 

ゆ＝y/(y-LP;r;)>I (2.7〕

Addilog体系：

間接効用関数からロワの恒等式により需要関数を求める。

V=Lα，（y／ι）＇ι 間接効用関数 (2.8) 

x, 
α；fJ, ( y I p;)';+J 
Zα；{J;(y／ιy; 需要関数 〔2.9〕

ゆ＝I LfJ,S; ただし S』＝p,xJy (2.10〕

実際の世の測定は，間接効用関数から〔2.4）によって導出された（2.7〕，

(2.10〕式を用いた。価格弾力性や所得弾力性を推定してφ測定式（2.2〕，

(2.3）に代入する方法よりも推定の誤差が少なく，推定が容易だからであ

る。まずLES.Addilogそれぞれの需要関数体系のパラメータを推定し，こ

の値を〔2.7），〔2.10〕にそれぞれ代入して，世値を算出した。

用いたデータはわが国の『家計調査年報』における「年間収入5分位階

級別l世帯当り年平均1か月の収入と支出J（勤労者世帯，全国〕であり，

1970年代 (1970～1979）と1980年代（1980～1989〕を別々に推定した。消

費支出は5費自分類を用いた。
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LES需要関数の推定

LESの需要関数は

(1) 

6 

(2.6〕x.=r.-+(/3Jp,.)(y-"l:,p,.7,.) 

であり，パラメータは（/3,,... , 13,, 7，ド， 7，）である。

(2.11）と，支出比率による（2.12）の2種の推推定は，支出額による

(2.11) 

定式について行った。

p,.x,.=P.-r，十月白（y-"l:,p；れ）十U;

p,.xJy=[pゎ＋品(y-"1:,p,.7,.)J/y＋叫 (2.12〕

〔2.11〕，（2.12）共に共分散行列はホモ旦ケダスティッタと仮定される

が，〔2.11〕においては支出額の標準偏差を総支出に関わらず一定として

いるのに対l-,(2.12）では総支出と比例関係となっている。より現実的な

とこでのモデルはパラメ タにつき非線また，想定は〔2.12〕であろう。

形となっているため，撹乱項の正規性を仮定し最尤法での推定を行った。

紙幅の制約のため（2.12）の支出比率による推定結果のみ表lに示した。

線形支出体系推定結果
（支出比率による）

表1

〔197日年代〕

r 

302.7 (15.44) 

80.0 ( 8.25) 

32.1 (11.46) 

26.4 ( 2.02) 

38.0 ( 0.62) 

β 

0.1717 (26.83) 

0.0764 (12. 73) 

0.0239 (17.07) 

0.1221 (32.13) 

0.6058 (76.68) 

料

居

熱

服

費

食

住

光

被

雑

〔1980年代〕

事

0.1773 (26.86) 

0.0200 ( 4.08〕

0.0372 (12.83) 

0.1011 (36.11) 

0.6644(138.42) 

（〕内は乞値

637.6 (18.75〕

240.5〔51.17)

134. 7 (19.81) 

121.0 ( 6.37) 

919.2 ( 7.52) 

了

料

居

熱

服

費

食

住

光

被

雑
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Addilog需要関数の推定“｝(2) 

Addilogの需要関数の第l財と第J財の比率の対数をとると線形の推定式

になる。

l同一lnx;=lna；~；－ lnα；~；＋（！＋β『；）ln(y/p，）ー（！＋品）ln(y /p;)+lπ＂ lnε； .. 
εEは誤差項

DF,=lnx』－lnx;,C，＝印刷品－lnα；/3；，同＝（I+{3,) 
β＝（！ +/3;). M,=ln (y／.点）， M;=ln (y／.ぁ）， u,.=lnε＂ ln匂

として，第j財を特定の財に固定すると推定式は

DF,=C，＋α』.M,+/3M;+u,,

となる。固定する第J財は，第5財（雑費〉とした。向主〔2.8）の4方程式

全てにおいて同じ値をとるとの制約をおいて推定する。計算はSASの制約

付きの線形同時方程式解法フ．ログラムであるSYSLIN+SURプロシジャー

これより品を計算できる。

Addilog体系の需要関数推定

~.＝ 0.8745462 

~.＝－0.6932560 

~.＝－0.7509598 

~.＝－0.1806312 

~.＝ 0.0103201 

DF, =6.0344+ O. l 255M, + 0.9897M, 

(29.9〕（1.76）〔14.86)

DF,=3.5890+0.3067M,+0.9897M, 

(8.29〕（3.57) (14.86) 

DF,=2.9901 +0.2490M,+0.9897M, 

(18.5〕（3.66) (14.86) 

DF,=-0.2189十08194M，十0.9897M,

(0.65) (10.28）〔14.86)

料

居

熱光3. 

R'=0.9654 

（〕内はtf直
nli 被4. 

記号を

(2.8〕

を用いた。 M，の係数は(1＋β，）であるから，

表2

70年代 (1970～79年データ）

食

住

1. 

2. 

80年代（1980～89年データ〉

4. 

~.＝－0.6535367 
ι＝ 1.0635109 
~.＝ 0.6132981 

~.＝ 0.1817160 

~.＝ 0.0357790 

R'=0.9153 

（〉内はt値

DF, =4.8704+0.34646M，十l.03578M,

(23.15）〔 4.15）〔13.99)

DF,=7.0171-0.06351M，十l.03578M,

(19.71) (0.82〕 (13.99)

DF,=2.9947+0.38670M,+1.03578M, 

(IO. 31) ( 6.14) (13. 99) 

DF,= 3 1414+ l.18172M,+ 1 03578M, 

(9.76) (14.43) (13.99) 

料

熱

居

即日

食

住

光

被

1. 

2. 

3. 

j
i
c
－

n
z主

！
 



8 

LESおよびAddilog需要関数推定にもとづく φ値

LESの需要関数推定によって得られた表1のれを用い，（2.7〕によっ

て骨を推定する。各年，各分位階層別に推定した世値は，表3の示すよう

(3) 

に高所得の分位になるにしたがってやや低下する傾向がどの年にもみられ

る。 70年代についての世推定値は2.0から1.2の範囲にある。 50個のゆの単

純平均を求めると、

LES需要関数にもとづくゆ推定値は， 70年代の場合

支出額の推定結果によると 世＝1.4303

支出比率の推定結果によると

Addilogの需要関数推定によって得られた/3；を用い，〔2.10）によって

世を推定すると，年別，分位別のゆ値は，表4の示すようにやはり高所得

の分位になるほどゅのやや下がる傾向は見られるが， 1.5から1.3の範囲に

ある。 50個のゆの平均値を求めると

Addilog需要関数にもとづく世推定値は

ゆ＝1.290680年代φ＝1.4009 70年代

i
l
i－－
jlili－－
Lilli－－

l
i
l
i－－
 

1

1

 
世＝1.4937

したがって，効用関数に加法的分離性を仮定した消費財需要関数にもと

づく悼の推定値は， LES体系の推定にもとづく80年代の結果を別とすれ

1%の所得（消費支出総額）の増加

は， 1.3～1.4%の所得限界効用の低下をもたらすことを意味L，これはI

節で述べたように均等犠牲原則によって課税するならば， EAS原則でも，

ぼ，ほぼ1.3～1.4程度の値になる。

EPS原則でも累進所得税を妥当とするφ値である固

問題はLES体系にもとづく場合の80年代のケースである。極めて大き

な世値が推定されており，第l分位では負の骨値になっている。その原因

については未だ十分解明できていないが， LES体系のパラメータ推定にお

いて， 80年代のTは70年代に比ベ，かなり大きな値を示していることから

!Jl 

もうかがわれるように，かなり選好の変化があったか， LES体系では説明

できない要因が働いていたためかもしれない。
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線形支出体系によるゅの推定値表3

1970年代〔支出比率の推定結果より〉

第5分位

1.3084 

1.2914 

1.2767 

I. 2515 

1.2208 

1.2072 

1.2445 

1.2503 

1.2432 

I. 2538 

第4分位

1.4357 

1.4049 

1.3798 

1.3423 

1.3725 

I. 3599 

1.3463 

1.3399 

1.3346 

1.3542 

第3分位

l.53A7 

1.5003 

1.4622 

1.4220 

1.4758 

I. 4619 

1.4360 

1.4101 

1.400日

1.4046 

第2分位

1.6Al8 

1.6181 

1.5631 

I. 5053 

I. 6077 

I. 6030 

I. 5425 

I. 4890 

1.4997 

1.4454 

第1分位

2.0485 

1.9279 

I. 8488 

I. 6955 

2.0182 

2.1147 

I. 8056 

1.6853 

1.6802 

1.5983 

年

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

 

7

7

7

r

7

7

7

7

7

7

 

1980年代（支出比率の推定結果より）

第5分位

2.3778 

2.3695 

2.2321 

2.2343 

2.2137 

2.1129 

2.1584 

2.1376 

2.0554 

2.0126 

第4分位

m
m
m四
旧

制

∞

m旧
民

田

m

m
お

詑

犯

U

U
幻

m
m
ω

a
－向。
q
u
q
u
q
u
Q
d
内

δ
q
d
q
L
内

4

第3分位

5.8104 

4.5854 

5.1265 

5.2795 

4.1473 

4.5797 

4.3172 

4.3295 

3.6254 

3.5045 

第2分位

8.4622 

9.7464 

8.6161 

7.8346 

7 .9623 

"7.0748 

6.7865 

6.5638 

4.8776 

5.6960 

第l分位

16.6538 

-24 9402 

-25 5663 

42.7234 

4088.1994 

-178 4935 

-28.2979 

88.3873 

29.3762 

15.4603 

年

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

 

8

8

8

8

8

8

8

8

8
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表4 アデイ口ゲ体系によるゅの推定値

〔1970年代〕

年 第1分位 第2分位 第3分位 第4分位 第5分位

70 1.4731 1.4465 1.425日 1.4013 1.3578 

71 1.4657 1.4436 1. 4221 1.3954 1.3555 

72 1.4605 1.4312 1. 4145 1. 3882 1.3504 

73 1.4490 1.4234 1. 4081 1. 3839 1.3435 

74 1.4845 1.4423 1. 4158 1. 3882 1. 3395 

75 l.4840 1.4380 1.4091 1.3785 1.3144 

76 1.4514 1.4200 1.3956 1. 3657 1.3302 

77 1.4443 1.4075 1.3912 1.3655 1.3293 

78 1.4299 1.4050 1.3805 1. 3607 1. 3168 

79 1.4240 1.4018 1.3873 1. 3701 1. 3365 

〔1980年代〕

年 第I分位 第2分位 第3分位 第4分位 第5分位

80 1.3523 1. 3163 1. 3061 1.2842 1.24日53

81 1.3434 1.3253 1.2923 1.2832 1.2487 

82 1. 3396 1.3194 1.2990 1. 2711 1.2442 

83 1.3330 1. 3154 1.3004 1.2779 1.2410 

84 1.3408 1.3154 1.2794 1.275日 1.2438 

85 1.3424 1. 3193 1.2924 1.2750 1.2279 

86 1.3500 1. 3168 1. 2834 1.2689 1.2403 

87 1.3306 1.3141 1.2809 1.2707 1. 2321 

88 1.3313 1.3070 1.2755 1.2646 !. 2170 

8~ 1.3325 1.3116 1. 2700 1.2628 1.2184 

皿 所得税税率構造に含意される骨の測定

φ測定の第2の方法は，長期にわたる実際の所得税税率構造に合意，体

現されている世値を推定するものである。そのためには所得効用関数の特

定化とともに，実際の税率構造があたかも均等犠牲原則にもとづいて決定

されているかのように仮定しなければならない。目良浩一 (1969〕はこの

方法により，指数関数型の所得限界効用関数と，均等絶対犠牲（EAS）原則
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を前提して， 1948～日5年のアメリカの所得税データから，世＝1.5を推定し

ている。

目良〔1969〕の方法は， EAS原則を近似的に次式のように表［，＇

T (y)・U’(y)=C但Ly=(y;+y川）／2 (3.1〕

課税最低限所得Yoをこえる最初の所得区分の平均を Y≫ 次の区分の平均

を比..とし， Y• における限界効用U’（比）を l とおく。も LEAS原則がみた

されているならば

U’（y, .. ) = T (yJ /T (y, .. ）〔3.2)

によって，所得税額のデータから各所得の限界効用の相対値は順次計算さ

れる。世帯類型を特定化して〔3.2）により計算されたU’（y）とyの両対数

グラフを描くと，右下がりのほぼ直線になり，また異なる5年の税率表に

もとづく直線が重なることから，これに指数関数型の限界効用関数（3.3)

の対数変換式を当てはめ，世値を推定したのである。ヨ

－

1

；
3
3
3
3高
4
3
3合
唱
式

U’（y)=(y jy,) • (3.3) 

目良氏の方法は興味深いものであるが， EAS原則に近似式を用いてお

り，また所得限界効用関数に指数関数を仮定することの根拠も明らかでは

ない。 Young,H.P. (1987）は，もし人々の効用の差の大小に関する判断

が，所得の測定単位に独立であるとするならば（相対仮説），所得効用関数

は，指数関数

u (y)=(l／ρ）yρ O＜ρ＜lまたはρくO (3.4) 

または対数関数

U (y)=ln y (3.5) 

またはこれらの正一次変換関数の形しか有り得ないことを数学的に証明し

た。相対仮説は所得効用関数で表せば（3ーのとなるが，より一般的にいえ

ば，関数F(x）はzの単位を変化させても，差の大小に対する関係は不変で

あるという，規模に関する不変性（scaleinvariance）を意味し， Youngの証

明も，規模に関する不変性をもっ関数形は，指数関数，対数関数およびこ

れらの正一次変換に限定されることを一般的に証明したものである。れま
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。〉日の定数である。

u (y,) u (y，）這u(y,) u (y,) 

。U(8y，）ーU(8片道U(8y,)-U (8y,) (3.6〕

(3.6）のy,,y，をl個人の課税前の所得，比却をそれぞれの課税後の所得
とすれば， l個人にとってどちらの場合負担を重く感じるかは判断できる

であろう。そ！してその判断はyを千円単位で表しでも万円単位で表しても

変わらないであろうから，この場合相対仮設を仮定してもよいと思われる。

Young (1987）は課税の公平性に関するEAS原則と指数関数型所得効用

関数（3.4〕を結び付けることによって〔3.7）の所得税関数を導出した。

〔付録命題3〕

T(y)=yー（y’ーCρ）V' (3. 7) 

ここで， Cは絶対犠牲の値で正である。

またEAS原則と対数関数型所得効用関数（3.5）を結び付けると（3.8)

の所得税関数が導出される。〔付録命題4〕

T(y)=(l-e可y 〔3.8)

対数関数（3.5〕は指数関数（3.心のρ＝0のケースであるから，われわ

れの考察を（3.7）の所得税関数に限定する。所得効用関数の正一次変換

はC値を変化させるにすぎない。（3.4〕，〔3.5）の所得効用関数をそれぞ

れEPS原則に結び付けることによっても所得税関数は導出できるが，累進

税を妥当とする上ではより厳しい条件である EAS原則を前提する（3.7) 

を用いることとする。

われわれは〔3.7〕をlつの公平な所得税の理論的関数として，これを実

際の所得税の法定税率表から課税所得(y）毎に計算された税額T(y）のデ

タに当てはめる非線形推定を行い， ρとCの推定値を求めた。（3.4〕から

所得限界効用の所得弾力性骨を求めるならば

¢＝！ーρ 〔3.9〕

となるから， ρの推定値から世値が得られる。

推定方法は， Gauss-Newton法による非線形最小自乗推定である。推定
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方法の詳細は，付録に述べられている．データは，わが国の1968年～1989

年に所得税の法定税率表の変更された八つの年について，各年1000個の，

課税所得(y）とその年の法定税率表にもとづいて計算された税額（T）のセッ

トである。

推定結果は表5に記したように，きわめて良好な所得税関数のフィット

を示した。（3.7）は所得効用関数に指数型を仮定し，かつ課税当局があた

かも均等絶対犠牲（EAS）原則にもとづいて課税しているかのように仮定し

た所得税関数であるから，この結果には驚くほかはない。しかもここから

推定されたρ値は， 0.35から－0.52の間にあり，それは（3.9）の関係に

よって，ゆ値では1.35から1.52の間にあることを意味する。この世値はま

たE節の消費財需要関数による世の推定値， 1.3～1.5にもきわめて近似し

ている。ただ1988年の税制改革は所得税の限界税率表を12段階〔10.5%～

60%）から5段階〔10%～50%）に減少したのであるが，世の推定値は1.26に

下がっている。

表5は，納税者の所得分布は考慮にいれていない。あたかも納税者は各

所得水準に均等に分布しているかのように考えられているから， Uniform

ケースと呼ぶ。法定税率表としての公平性を考える上ではこれも意味があ

る。しかし実際に課税当局が税率表を設定する際には，税収の予想の上か

らも，納税者の所得分布を考慮にいれるであろう。また，表5の推定で

は， 1968～89年のすべての年の最高課税所得を1億円に揃えている。

表5 所得税関数 T(y)~y-(y'-C.ρ）v＇’の推定

(Uniformケース〉

年 ρ c R' 
19日8 0.3759 0.0416 I. 0000 

1969 一日.3780 0.0403 1.00日日

1970 0.3526 0.0460 0.9999 

1971-3 -0.3842 0.0346 0.9999 

1974→83 -0.5218 0.0099 I. 0000 

1984-5 -0 4522 0.0167 0.9998 

1986-7 -0.3685 0.0298 0.9997 

1988-9 -0.2638 0.0606 0.9989 
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所得税関数の推定（Uniformcase) 図1
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図2 所得税関数の推定（Unadjustedcase) 
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所得税関数の推定（Adjustedcase) 

Tax Schedule 1987 (Table 1986 7) Adjusted for Distribution 
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そこで次に，各年の納税者の99%が入る課税所得の範囲に最高所得を設

定L,(3.7）のρとCを推定した。その場合なお均等分布を仮定した推定

値を，表6のUnadjustedの項で示した。さらに，納税者の所得分布を考慮

にいれた推定を行い，その結果を表6のAdjustedの項で示した。これは課

税所得の分布の密度に比例して， yとTのセットのデータの数を増やして

(3. 7）を推定したものである。課税所得の分布データには各年の『国税庁

統計年報書』の申告所得者の課税所得階級別人員分布を用いた。紙幅の関

係で、税制改革前の1987年の図のみを掲載したが，表6のケース（図2，図

3）の方が，最高課税所得をl億円にした表5のケース〔図1）よりも，

1200万円以下の階層で限界税率表へのフィットがよくなっている。

表5と表6＇を比較すると，納税者の 99%が入る課税所得範囲で推定され

たρの絶対値はやや高く，世値で表せば， 1.5～1.7の範囲にある。しかしそ

のことは，「課税当局が納税者の大部分が入る課税所得範囲において，最

高l億円までの課税所得で推定された1.3～1.5のφ値にもとづくよりも重

い税負担を課していた」ということをかならずしも意味しない。何故な

ら，所得税関数（3.7〕において，世＝I ρとしての所得dT/d世の符号は解

析的には確定できないからである。ただC値を所与とすると課税所得yの

低水準では，世の上昇は税負担の低下（dT/d砕く0),yの高水準では，世の

上昇は税負担の増加｛dT/dゆ＞O）をもたらすであろうことが予想できる。

所得税関数

T (y)=yー(y’Cρ）V，ぺ ρ＜O 
において dT/d世を求めると， dT/d¢= dT/dρ より

dT I rρ(y’tπyーC)可
一言（yρ Cρ）V' j /n (y’－Cρ） l 

d¢ p l (yρーCρ） J 

rρ（y'lnyーC）市
[A]=[ ln(y'-Cp）一一一一1
' (y’ーCρ）』

〔3.7〕

とおくと， y' cρ＞Oであるから， dT/d世の符号は［A］の符号に依存し，

[A］の符号と逆になる。
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(dT/dφ）豆O＝〉[A］言。H
r
t
k
f時
取
官

F
h

の第1項よりも第2項の方が大になり，[A] yの上昇にともない，

dT/d世＞Hこなるであろう。このことを数値例で示すと， C=lとおいたと

き表7のようになり， y＝）ではゆ＝Iーρのゆ値が上昇するほどTは減少す

るが， y=2以上では，ゅの値の上昇はTを増加させる。

実際にどのyの水準でこの逆転が起こるかは，［A］に代入される y，ρ，

Cの値に依存するが，（3.7〕の所得税関数の持っこの性格は興味深い。納

税者の分布を考慮にいれたAdjustedケ一九を用いて，例えば同額の所得

税収を得るために，（3.7〕に代替的なρ値を挿入することによって，低所

得層で減税（増税），高所得層で増税（減税）となる様々な所得税負担のパ

タ－ Yを導出することもできるであろう。

T(y)=yー（y’Cρ｝’AのT計算例（C=l.00と設定）

ρ 

-0.10 -0 20 一03陥 ←0 40 -0 50 0.6旧 -0 70 0.80 -0 90 『l，日日

i凹 0.61 0 60 0.58 0.57 0.56 0.54 0.53 0 52 0.51 0.50 

2.00 1.28 1.29 1.30 1.31 1.31 1.32 1.32 1.33 1.33 l 33 

3.00 1.96 2.01 2.05 2.10 2.14 2.17 2.19 2.22 2 23 2.25 

4.0咽 265 2.76 2師 2.93 3.00 3.06 3.10 3.14 3.17 3.20 

y 5.00 3.35 3 52 367 3.79 3.89 3.97 4.03 4.09 4.13 4.17 

6.00 4.06 4.30 4.49 4.66 4 79 4.89 4.98 5.05 5.10 5.14 

7.00 4. 78 5.08 5.33 5.54 570 5.83 5.9' 6.01 6.08 6.13 

800 5.49 5.87 6.18 6.43 6.63 6.78 690 699 7.06 7.11 

900 6.22 6.67 7.04 7.33 7 56 7.73 7.86 7.9' 8.04 8.10 

10.00 6.94 7.48 7.91 8.24 850 8.69 8剖 895 9.0唱 9.09 

表7

j

i

l

l
－

li 

l

i－－
－
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所得税関数の推定

ρ c R' 

adj'd unadj'd adJ’d unadj'd adj'd unadj'd 

1968 -0.4976 -0 5356 0.0195 0.0156 0.9992 0.9999 

1969 0 5670 -0 .5704 0.0117 0.0115 0.9996 0 9999 

1970 0.6435 ー日.6695 0.0061 0.0051 0.9991 0.9999 

1971 ～0 6763 -0 6896 0.0043 0.0039 0.9992 0.9998 

1972 ー06795 -0 6909 0.0042 0.0039 0.9992 0.9998 

1973 0.6424 ～0 5737 0.0053 0.0086 0.9993 0.9997 

1974 -0 6054 -0.7019 0.0050 0.0026 0.9977 0.9997 

1975 自 0.6367 -0 6939 0.0041 0.0027 0.9986 0.9999 

1976 0.6214 -0 7053 0.0045 0.0025 0.9982 0.9997 

1977 -0.6325 -0 7084 0.0042 0.0025 0.9日85 0.9998 

1978 0.6399 -0 6956 0.0040 0.0027 0.9987 0.9999 

1979 0.6510 -0.6814 0.0037 0.0030 0.9991 0.9999 

1980 0.6515 -0 6649 0.0037 0.0033 0.9993 0.9999 

1981 0.6502 -0.6583 0.0037 0.0035 0.9993 0.99日日

1982 0.6478 -0 6544 0.0038 0.0036 0.9993 0.9999 

1983 0.6513 -0.6613 0.0037 0.0034 0.9993 0.9999 

1984 句0.6127 -0.6900 0.0038 0.0027 0.9989 0.9999 

1985 ー日 6435 -0.6839 0.0038 0. 0028 0.9990 0.9999 

1986 -0 6591 -0.6158 0.0032 0.0044 0.9990 0.9993 

1987 -0 6369 自 0.5702 0.0037 0.0062 0.9992 0.9994 

1988 -0 6287 -0 5835 0.0034 0.0049 0.9993 0.9996 

1989 0.6001 0.5251 0.0042 0.0076 0.9992 0. 9994 

表E

同
作

f
u
p
f
h

－

r
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拡張型消費需要関数による悼の推定

消費財需要のみでなく，余暇消費を含む拡張型需要関数の推定にもとづ

いても骨が推定できる。これはE節の消費財需要関数による方法の拡充で

ある。 tを労働時間， hを余暇時間， Hを利用可能総時間， gを定額の非労

働所得， ωを時間賃金とすると，拡張型LES需要関数からは〔4.1〕によっ

てゆが推定され，拡張型Addilog需要関数からは（4.2〕によって骨が推定

できる。但しこの場合のゆは，非労働所得zの限界効用のz弾力性である。

拡張型LES需要関数によるゆ(1) 

(4.1) 

s.t. wl+z=Zp;X, Max.U=L/J, ln (x,-r，）十回。（h-r,)

ゆ＝z/[z-Lp,r，十w(H roll 

拡張型Addilog需要関数によるゆ

V=Lα，（z/p，）前十両（z/w）仰

但し S.=wl/z

ま子こもし直接効用関数において消費財需要zと余暇需要hが加法的分離

性を持つならば，Frischのゆ測定式（2.1〕が適用できる。（4.3）は（2.1〕

や〔2.2）を労働の所得弾力性m，労働の賃金弾力性e，.，消費の賃金弾力

性九，労働所得と非労働所得の比率ふのタームで導出したものである．

〔4.2)φ＝l-L{l,S，十月。s.

(e＝／ηJー（e,.h,)
市 （l+S刷η，）
s.11,-e,. 〔4.3)中

~ 

日

N 

(2) 

CES効用関数（4.4）は加法的分離型ではないが，これをーμ乗で変換し

た（4.5）は加法的分離型である。（4.5〕を用いて導出されるゆの式は

(4.5）の労働と余暇の代替の弾力性σはいずれ

もσ＝！／（！＋μ）であるから， CES効用関数を所得制約の下で最大化して求

められる労働供給関数によって推定されたσ値を用いて，（4.6〕から世を

と(4.6）である。（4.4〕

推定することも可能である。伺

(4.4〕U=[(lα）C •＋α （H l) •］一ν

J
I
G－
J
 

(4.5) 

(4.6) 

U=(lα＇）C •十α （H-1) • 

世＝(I+μ)z/ (z+wH) 
！
i
j
i
l
l
 

；
1
l
i
l
l
－

i
ー
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V むすび

われわれは小論において，所得限界効用の所得弾力性世の値が推定可能

であることを示した。効用関数が加法的分離性をもっ場合の消費財需要関

数，余暇を含むその拡張型，および，所得税関数からの 37プローチに

よって骨は推定可能であり，消費財需要関数および所得税関数からのアプ

ローチについては実際に推定を行った。両アプローチからのゆ推定値は，

80年代のLESにもとづく場合を別とすれば， 1.3～1.7の範囲， 1.5前後の

値になることが確かめられた。またわが国の1960年代から80年代の所得税

の税率構造が，この範囲のゆ値による指数関数型所得効用関数と均等絶対

犠牲原則から導出される所得税関数にきわめてよくフィットすることもわ

かった。世値の推定により，伝統的な均等犠牲原則による課税も十分実用

可能であるが，そのほかのフレームワークにも応用できる。

最適所得税の理論は，各個人が所得制約の下に効用関数を最大化して最

適な財消費量と労働供給を決定する。政府は予算制約の下で，各個人の間

接効用関数の関数としての社会的厚生関数を最大化する所得税率を決定す

るという構造になっている。社会的厚生関数を構成する各人の間接効用関

数には各人に異なるウェイトが付けられる。このウエイトは「各個人の所

得の社会的限界効用」（v）であり，それは「各個人の効用の社会的限界重要

橿 度」と「各個人の所得の限界効用j との積である。前者は社会的価値判断

により決定されるほかはなく，民主主義社会においては各個人に等しいと

判断されよう。後者は客観的に測定され得る値であるにも拘らず，最適所

τ 得税理論においては，前者と後者の積である vを社会的価値判断によるも

のとして，どのような範囲の値を設定すべきかは問わない。代替的な値を

vに設定して，その結果の最適税率を導出するのみである．ω所得限界効用

の所得弾力性φの値が推定されるならば，基準所得の限界効用値をIとお

くことによって各所得水準の相対的な限界効用値を決定することができ，

「各個人の効用の社会的限界重要度」を等しく 1にした場合のv値に，具

体的な根拠を与えることができょう。
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また近年，所得の等価変分（EquivalentVariation, EV），あるいは補償変

分（CompensatingVariation, CV）の合計を，税制jなどの代替的改革による

社会的厚生変化の指標に用いる分析が盛んにおこなわれている。m各個人

のEVや CVを等しいウエイトで合計して社会的厚生変化とすることも一

つの方法であ石イ異なるウエイトとするならその値の根拠が関われなけれ

ばならない。各個人の所得の限界効用が所得によって相違することをウエ

ここにも世の推定値を応用できるであろう。イトの根拠とするならば，

録〕

命題1

直接効用関数が， n財についてa加法的分離性をもつならば，所得限界効用の所得

弾力性ゅは需要の価格弾力性e;;,e；；，所得弾力性加， ηEと次り関係をとる。

(e；；／η，.） (eJηd 
）
 
1
 
（
 

ゅ＝ ηιηI
";e；町一η，e;;

＊（証明）

Max (2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

（司

t田

〔付

au; 

ax歪

U=U.(x,)+U, (x，）＋ 。＋U.(x岡）

s.t y＝手P品

中山＝λp;, u;=aUix;)/ax,, 

lnu;=lnλ＋lnp; 

(3）をlny,lnp; lnP；で偏微分する．

。lnuι atn!. . 

一一一a lny atny • 

a In u, atn !. atnλ 
一一一＂＂－ー＝一一一一十 1=8，十I. 8＝一一一一
atnp』 atnp； ’δlnp;
atnu; atn!. , , atnλ 

一一一a・lnp; atnp.，勺’吋 atnp;

他方，加法性白仮定により U；はぬのみの関数であるから，

aln U; a/n U; au; ax; a/nx，』 Z』

a lny au; ax; atnx, atny u, 

λ＝u（少）

ηB 

au, 
-e  .. a，長崎

atn山 X;－＝－ alnp; U; 
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a/nu; X; au』
alnp; ＝τ--a;;-•;; 

(7)=(4), (5)=(8）とおき，両者四比率を求めると

一φe；；＝η』，＋切

同様に（7)=(4)'(9）＝（同とおき，両者の比を求めると

φeu＝η；0; 

任意のJ財についても，同様にu；＝λp，から

φe；；＝η，e，＋研
一世匂＝η，0;

。申とoroを用いて0；を消去すると

(9) 

自由

自由

o~ 

oro 

φ η.~； 

η，.e；；一η，e四 (e；；／•；）ー（e,h)
o~ 

QED 

命題2

間接効用関数が加法的分離性をもっとは

V(p,y)=V ［~V. (y/i凶］ ）
 
l
 
（
 

の形をとることである．こり場合には，ゅは，需要の自己価格弾力性e，，所得弾力

性初，支出比率S；／：；次の関係をとる。

φe.+l+(!-S；）所
＝ 一I S; 

＊（証明）

ロワの恒等式の対数をとり，

lnx;=ln (-av /ap;)-ln (aY fay) 
-av /ap= V/ YP戸， av/ay=fV•’p；＇＝λ 

(2) 

In品 ＝lnV;'+lny-2/np; lnA 

(3)<V lny, lnp』， lnp；の偏微分により

atnx; atn V;' atnλ 
＝•·＝一一一一＋ I+仇但しゅ＝一一－

atny atny atny 

atnx，目 atnV;' atnλ 

一一一一－atnp; - " atnp，“ atny 
atnx, atnλ 
一一一θlnp; ;; alnp; 

v，’は(y/p』）白みの関数であるから

（司

(4) 

(5) 

（日）
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atn V;' atn V;' 

atny atnp, 

(4）と（5）を加え，（7）の関係を考慮すると

atn/. 
n，＋向＝ 1＋φ一一一一一atnp, 

他方，

atnx; aln/. 
自｛一一一一一＝e”＝＝一ー日一一一一ーへatn p, ;; atn p, , 

また所得制約式のp』による偏微分により

LS,e;,+S,=O 

e;;= (S,+S,e,,)/ (1 S,) 

ωを（9）に代入すると
alnλ （S,+S,e,,) 

alnp, 1-S』

Jキ1

ωを（剖に代入することにより（2）が導出される。

命題3

ゅ三E土_l_±Q二宝生

－ 1-S, 

(1) u (y）＝土y',
ρ 

り効用関数では，所得税関数は

T (y)=yー(y’－Cρ）＇h

のとき， EAS原則がみたされる。

＊〔証明）

u (y) u [yーT(y)]=_J_ {y' [y T (y)]'} =C 
ρ 

Cはすべてのyに等しい定数．

命題4

[yーT(y)J’＝y’－cρ 

T (y)=y (y’Cρ）V' 

(2) U(y)=lny 

の効用関数では，所得税関数は

T (y)=(l -e一勺y, Cは定数

QED 

QED 

廿）

(8) 

(9) 

自由

。D
日書

（司

現



のとき， EAS原則がみたされる。

＊（証明）

u (y）ーU(yーT(y)]=lny-ln (y T (y)]=C, 

Cはすべてのyに等しい定数。

計算の便益上， C=lnα，とおいておく，すると

y 

y T(y） α 

T (y)= (Iー土）y
α 

Inα＝Cはα＝e＇であるから

T (y)= (1-e-')y 

非線形一般化最小自乗法

所持税税率構造の公平性 25 

QED 

非線形回帰そデルは従属変数のg番目の観測値， Y；白期待値がパラメータOの非線

形の関数となっているケースであり，通常の線形回帰モデルはその特殊ケースとな

る．以下では非線形モデルの推定アルゴリズム白概略を述べておしまず，モデル

を一般に（1)の形で表す．

Y;=g (X;;O)+u”E(u;)=O, V（吋＝L, i=I,..., n (1) 

ここで， Y；はMxlの従属変数ベクトル， Xιは pXlQ)独立変数ベクトノレ，。は

kxlのパラメータベクトル， u，はM×lの撹乱項， ZはMxMの共分散行列であ

り，添字zはi番自由観測値を表す。（1)を全標本について書けば
Y=g(X;O)+u, V(u)=ln@L, i=l, .. , n (2) 

ここではYはY,iJ、らY.を縦に並べたベクトノレで， x.u も同様に定義される• I. 
はn次元自単位行列，＠はクロネッカー積である。。の有効推定量はEが既知の場

合二次形式

(Y-g (X;8））’仏RL-')(Y -g (X;8)) （剖

を最小化することにより求められる。。の解は（司自一次微分（4）をゼロとする値で与

えられる。

(ag/a8) (I.RL-') (Y -g (X』8))=0 (4) 

ここでag/aoはkxnMQ)gの偏徴分係数行列である．一般には（4）の解析的解を求め

るのは困難なため反復的方法による解法が必要となる．解法には種々の方法がある

が仰，ここでは本論文の所得税関数と線形支出体系の推定で用いたガウス ニュー

トY法を紹介しておく個

gのテイラ 展開により， g(X; 8）の仇の周りで田近似値は
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g(X;O）主主g(X;e,)+ag ;ae (O e,) 

で与えられる，これを但）に代入し

(5) 

(ag/aO)仏RE→）（YーIX;8,) ag/a8 (8-8,))=0 

が得られる。これより 8（｝）近似解は次の式で与えられる．

（国

0=8,+ [(ag/a8) (I.RE-'l (ag/a8)] ' [lag/a8) (I.RE-'l (Y-g (X;8,)J (7) 

また， Zは通常は未知のため誤差ベクトんから次の式で推定する．

主＝U’U/n （司

ここではUはM個の式の誤差ベクトノレを横に並べたn×Mの行列である。。の解は

ある初期値から出発L，。），但）のプロセスを収束するまで繰り返すことにより求め

られる。この方法は線形モデノレでの反復FeasibleGLS (!FGLS）の一般化であり，反

復非線形一般化最小自乗法と呼ばれる。実際の計算ではのの第二項のOの修正項が

目的関数を増加させることがあるので，この項にステップ係数を掛け，修正幅の調

整を行ふまた，推定値の漸近共分散行列は

v(e)= [(ag/a8) (I.R主一‘）(ag/a8)J ' （日）

で与えられる．ここで撹乱項が正規分布に従うときには解は最尤推定量となる0 '" 

(1) 

（司

（司

但）

(5) 

（日

(7) 

(8) 

(9) 

注

本小論は，村上 (1992）田中心的な部分について，。推定上申改良を加えたもりであ

る．主として浅野が縫形支出体系の需要関数推定と，所得税関数り非鯨形最小自乗

推定を行い，下野がアデイログ体系白需要関数推定を行った．

Fn田h(1932) pp.114-135，記号の表記は変更. Frisch白“marginalmoney 

flexibility”（一面）がゆに相当する．

村上〔1992)pp. 90 113に検討．

Addilog体系四推定は，金子能宏 (1987）「SAS/ETSによる需要関数の推定J一橋大

学情報処理センターエユース10月号白方法による．

下野は拡張型LES需要関数および拡張型Addilog需要関数町推定と，そり結果にもと

づくφり推定をも行ったが，今回は紙幅白制約により別個の論文にして発表すること

とした．

Atkinson, A. B. and J. E. Stiglitz (1980) pp.386 439. 

Auerbach (1985) pp.61-127.例えばKing(1983）は家賃補助政策申変更がもたらす厚

生変化を計測するに際して， EVに現行所得を加えた等価所得yを所得階層別に求

め，これにウエイト（1ε）を乗じた加重和を社会的厚生とLている．

W=(I •) '/Eyd ' 
Judge他 (1984〕pp.951-979

Goldberger (1991) pp.332 334. 
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A STUDY OF EQUITABLE INCOME TAX SCHEDULES 

Estimation and Applrcat1on of the Income 

Elasticity of the Marginal Utility of Income 回
l
巴

《Summary.》

Masako. Murakami, Seki Asano and Keiko Simono 

In this paper, we explored the methods to measure the income 

elasticity of marginal utility of income（世）， and estimated i回 value.ゆcan

be measured by three different approaches (1) Consumer demand 

function approach If direct utility function is additively separable，世 is

uniquely determmed by equation (2.2) which is an extention of Frisch’s 

(2.1) to n goods case. If indirect utility function. is additively separable, 

世canbe measured by (2.3) as Deaton (1974) has proved. The Linear 

Expenditure System is deduced by maximization of an additively 

separable direct utility function and its世田 measuredby (2 7) w h1ch is 

equivalent to (2.2). We estimated the parameters of LES, and based on 

them, estimated 世 usmg Japanese household expenditure data. 

ゆ＝1.4937 for 1970s The lndtrect Addilog Demand System ts deduced 

from additively separable indtrect utility function, and its ¢ can be 

measured by (2.10) We estimated 骨＝1.4009 for the 1970s and 

世＝1.2906 for the 1980s based on Addilog System. 

（劫 Incometax rate schedule approach・ We tried to estimate ¢ which 

is embodied in the actual Japanese mcome tax rate schedule, 1968～89. 
Assummg exponential income utility funct10n and Equal Absolute 

Sacrifice prmciple, we deduced an equitable income tax function(3.7). 

As Table 5 and 6 show, (3.7) fits very well with the actual tax 

schedule. Estimated ¢=1-p=l.3～1.7. 
(3) Augmented demand function approach: As an 

approach (1), leisure is included in utility function. 

augmented LES and Adddog, ¢ can also be measurable 

extention of 

Then, using 
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